
  施  設 （人）
荒子 128
⻄端 139
大浜 143
棚尾 146
新川 122
二葉 106
かしの木 87
碧のうさぎ 101
へきなんこども園 182
第2へきなんこども園 74
こども園ひまわり 47
  合 計 1,275
羽久手 51
天道 84
築山 96
日進 130
鷲塚 193
合計 554
新川幼稚園 99
中央幼稚園 85
大浜幼稚園 85
棚尾幼稚園 90
⻄端幼稚園 67
 合 計 426
小学校 3,994
中学校 2,165
 合 計 6,159

2022年度幼・保・学校人数（2/1現）（人）

補
助
な
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学
校
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し
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食
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食
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補
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な
し

公
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保
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公
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幼
稚
園

社
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保
育
園

１
，
３
０
０
人
に
７
８
０
万
円

６
月
30
日
の
本
会
議
最
終
日
、
急
き
ょ
民
間
保
育

園
等
へ
の
物
価
高
騰
に
対
応
す
る
給
食
費
補
助
金
を

支
給
す
る
追
加
補
正
予
算
（
第
３
号
）
が
提
案
、
可

決
さ
れ
ま
し
た
。

日
本
共
産
党
は
、
５
月
31
日
「
給
食
費
へ
の
補
助
、

無
償
化
、
引
上
げ
阻
止
」
の
申
し
入
れ
を
市
に
行
っ

て
き
ま
し
た
。
一
般
質
問
で
も
岡
本
守
正
議
員
が
県

の
補
助
に
つ
い
て
指
摘
。
議
案
審
議
で
も
「
民
間
保

育
園
は
、
や
り
く
り
が
大
変
。
給
食
費
補
助
は
早
急

に
支
給
を
」
と
求
め
ま
し
た
。
こ
れ
に
こ
た
え
て
、

６
月
議
会
最
終
日
に
補
正
予
算
を
提
出
し
て
い
た
だ

け
ま
し
た
。

１
園
６
ヶ
月
で
70
万
円
補
助

対
象
は
民
間
園
と
こ
ど
も
園
11
ヵ
所
。
今
年
４
月

か
ら
９
月
ま
で
の
半
年
分
で
す
。
平
均
で
１
園
当
た

り
70
万
円
と
な
り
ま
す
。
県
が
３
分
の
２
、
市
が
３

分
の
１
を
補
助
し
て
、
総
額
７
８
０
万
円
と
な
り
ま

す
。公

立
幼
保
・学
校
に
も
補
助
を

今
回
、
公
立
保
育
園
５
園
５
５
４
人
、
公
立
幼
稚

園
５
園
４
２
６
人
、
小
中
学
校
６
，
１
５
９
人
の
合

計
７
，
１
３
９
人
は
対
象
に
な
り
ま
せ
ん
。

市
は
予
算
全
体
で
対
応
す
る
と
し

て
い
ま
す
が
、
給
食
セ
ン
タ
ー
で
は

安
い
材
料
に
切
り
替
え
た
り
、
ス
イ
ー

ツ
を
減
ら
し
た
り
影
響
が
出
て
い
ま

す
。
日
本
共
産
党
の
公
立
も
対
応
を
、

の
指
摘
に
９
月
補
正
予
算
で
対
応
す

る
と
答
弁
を
引
き
出
し
ま
し
た
。
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６月議会補正予算 物価高騰対策

民間保育園 給食１食４０円の補助

争点クッキリ 物価高騰対策に90ヵ国が消費税減税
日本は法人税減税の穴埋めに消費税
自民党の茂木敏充幹事長は、消費税率を引き下げたら社会保障財

源を３割カットしなければならないと繰り返しています。物価高で

苦しむ国民に、社会保障水準を引き下げられたくなかったら消費税

減税を求めるなと脅しているのです。

しかし、社会保障財源を消費税に限定すると決めた法律はどこに

もありません。国の２０２２年度予算は所得税約２０兆円、法人税

約１３兆円、消費税約２２兆円の収入を見込んでいます。お金に色

はついておらず、さまざまな収入が一体となって国の予算を形成し、

社会保障財源にもなっているのです。

問題は、消費税が導入された１９８９年以降、税収に占める所得

税や法人税の割合が大幅に下がったことです。所得税は導入前の３

９・０％が２２年度には３１・３％に、法人税は３４・６％が２０・

４％になりました。その穴を埋めるように消費税は６・０％から３

３・１％へ増えました。

消費税率が導入時の３％から５％、８％、１０％へと段階的に引

き上げられてきたのとは反対に、所得税の最高税率は消費税導入前

の７０％から４５％へ、法人税の基本税率も４３・３％から２３・

２％に引き下げられました。その結果、２０年度には消費税収が所

得税収を上回りました。大企業・富裕層優遇税制を見直せば、消費

税率を引き下げても社会保障財源は十分確保できます。

サ
ケ
は
、
ア
ジ
や
イ
ワ
シ

に
。
ふ
り
か
け
な
し
に
、

デ
ザ
ー
ト
が
小
さ
く
な
っ

た
豊
橋
市
内
の
小
学
校
給

食



学
費
無
償
化

共
産
党
勝
利
で
実
現
を

世
界
的
に
も
異
常
に
高
い
日
本
の
学
費
に
「
と
て
も
払
え
な
い
」

と
学
生
や
保
護
者
か
ら
悲
痛
な
声
が
あ
が
っ
て
い
ま
す
。
参
院
選
で

も
重
大
な
争
点
に
。
日
本
共
産
党
は
学
費
の
無
償
化
を
掲
げ
ま
す
。

「
受
益
者
負
担
・自
己
責
任
押
し
付
け

「
国
民
の
た
め
の
奨
学
金
制
度
の
拡
充
を
め
ざ
し
、
無
償
教
育
を

す
す
め
る
会
」
事
務
局
長
の
岡
村
稔
さ
ん
は
、
学
費
・
奨
学
金
の
大

き
な
問
題
は
「
受
益
者
負
担
」
と
「
家
族
主
義
」
だ
と
い
い
ま
す
。

憲
法
で
は
、
「
教
育
を
受
け
る
権
利
」
が
う
た
わ
れ
て
い
ま
す
。

と
こ
ろ
が
、
１
９
７
１
年
の
中
央
教
育
審
議
会
答
申
か
ら
政
府
は
大

学
の
学
費
を
「
受
益
者
負
担
」
だ
と
し
て
、
“
自
己
責
任
”
“
家
族
責

任
”
を
持
ち
込
み
ま
し
た
。
以
来
、
学
費
は
国
立
は
４
５
倍
、
私
立

は
１
０
倍
に
上
昇
。
同
時
期
、
政
府
系
を
含
む
金
融
機
関
で
学
資
保

険
や
教
育
ロ
ー
ン
が
誕
生
し
ま
し
た
。
「
政
府
は
貸
与
奨
学
金
の
前

提
と
な
っ
て
い
た
『
安
定
雇
用
』
を
壊
し
な
が
ら
、
親
が
担
え
な
く

な
っ
た
負
担
を
学
生
に
背
負
わ
せ
て
い
ま
す
」

国
際
人
権
規
約
の
無
償
化
留
保

１
９
７
６
年
に
は
、
高
等
教
育
ま
で
す
べ
て
の
段

階
の
無
償
教
育
と
教
育
の
充
実
を
定
め
た
国
際
人
権

規
約
が
発
効
し
ま
し
た
。
日
本
は
７
９
年
に
批
准
し

ま
し
た
が
、
中
等
・
高
等
教
育
の
無
償
化
条
項
を
留

保
し
ま
し
た
。

２
０
１
２
年
留
保
撤
回
し
た
の
に

民
主
党
政
権
下
の
２
０
１
２
年
、
日
本
共
産
党
の

宮
本
岳
志
衆
院
議
員
が
「
無
償
で
教
育
を
受
け
る
権

利
を
保
障
す
る
の
が
世
界
の
常
識
だ
」
と
留
保
解
除

を
求
め
、
政
府
は
留
保
撤
回
を
表
明
。
同
年
、
１
６

０
カ
国
中
１
５
９
番
目
に
留
保
を
撤
回
し
ま
す
が
、

自
公
政
権
は
高
等
教
育
の
無
償
化
を
実
現
す
る
計
画

も
立
て
ず
、
そ
の
た
め
の
会
議
も
一
度
も
行
っ
て
い

ま
せ
ん
。

韓
国
は
大
学
入
学
金
廃
止
・学
費
半
減

他
方
、
１
９
９
０
年
に
国
際
人
権
規
約
を
批
准
し

た
韓
国
は
、
大
学
学
費
の
半
額
化
を
進
め
、
国
公
立

大
学
の
入
学
金
を
廃
止
。
給
付
制
奨
学
金
を
充
実
さ

せ
、
学
生
の
半
数
が
利
用
し
て
い
ま
す
。

無
償
化
め
ざ
す
共
産
党

日
本
共
産
党
は
教
育
費
の
無
償
化
を
め
ざ
し
ま
す
。
参
院
選
政
策

で
は
、
ま
ず
大
学
・
専
門
学
校
の
学
費
を
半
額
に
引
き
下
げ
、
入
学

金
制
度
を
廃
止
し
ま
す
。
さ
ら
に
給
付
奨
学
金
を
７
５
万
人
（
現
在

の
奨
学
金
利
用
者
の
半
数
）
ま
で
拡
充
し
、
す
べ
て
の
奨
学
金
を
無

利
子
に
し
ま
す
。
返
済
の
負
担
を
軽
減
し
な
が
ら
、
20
年
間
返
済
す

れ
ば
残
額
を
す
べ
て
免
除
し
ま
す
。
新
型
コ
ロ
ナ
の
影
響
で
、
休
学

や
卒
業
を
延
期
し
た
学
生
の
学
費

補
助
な
ど
の
支
援
を
強
化
し
ま
す
。

財
源
は
大
企
業
・
富
裕
層
の
優
遇

税
制
や
行
き
過
ぎ
た
減
税
な
ど
を

見
直
し
、
確
保
し
ま
す
。

１
９
７
９
年
以
降
、
日
本
共
産

党
国
会
議
員
団
が
求
め
続
け
た
国

際
人
権
規
約
の
留
保
撤
回
が
、
私

立
高
校
無
償
化
の
拡
充
や
学
生
の

給
付
奨
学
金
創
設
・
拡
充
に
つ
な

が
っ
て
い
ま
す
。
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戦
争
法
廃
止
改
憲
許
す
な

へ
き
な
ん

19
行
動

７
月
19
日
（
火
曜
日
）

午
前
11
時
～
12
時

ピ
ア
ゴ
碧
南
東
店

東
浦
町
6
ー
17
（
日
進
小
学
校
南
）

シリーズ10 あなたの「？」におこたえします


